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　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成26年度決算の健全化判断比率を公表します。
　財政健全化法とは、「早期健全化基準」と「財政再生基準」により各判断比率を算定し、地方公共団体の財政状
況を明らかにするものです。

平成２６年度 決算における村の健全化判断比率等を公表します。

　村財政状況の作成および公表に関する条例
により、平成27年9月末現在の財政状況を次の
とおり公表します。

平成２７年９月末現在の村財政状況を公表します。

≪山中湖村の健全化判断比率≫
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将来負担比率

財政再生基準 山中湖村

早期健全化基準とは…
　健全化判断比率のいずれかが財政健全化基準
を超える場合は、財政状況が悪化した要因の分
析を行ない、判断比率を早期健全化基準未満と
することを目標に「財政健全化計画」を策定し、
速やかに公表するとともに知事に報告しなけれ
ばなりません。

　一般会計等を対象とした実質赤字額
の標準財政規模（人口、面積等から算定
する当該団体の標準的な一般財源の規
模）に対する比率

　全会計を対象とした実質赤字額（ま
たは資金不足額）の標準財政規模に対
する比率

　一般会計等が負担する元利償還金等
の標準財政規模に対する比率

　一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率

資金不足比率とは…
　公営企業会計（特別会計）の資金不足額の事業の規模に対
する比率

財政再生基準 山中湖村

財政再生基準とは…
　健全化判断比率のいずれかが財政再生基準を
超える場合は、財政状況が悪化した要因の分析
を行ない、判断比率を財政再生基準未満とする
ことを目標に「財政再生計画」を策定し、速やか
に公表するとともに総理大臣に協議し、同意を
求めることができます。その同意を得ていなけ
れば地方債が制限されます。
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≪資金不足比率≫

簡易水道特別会計 ―（資金不足なし） ６，６８０万円

下水道特別会計 ―（資金不足なし） １億１，１８８万６千円

観光施設特別会計 ―（資金不足なし） ７億２，１２０万８千円

事業の規模特別会計名 村の資金不足比率

≪一般会計（歳入）≫
収入済額 執行率

村税

国県支出金

各種交付金

その他

　計

４１億９６２万１千円

４億１，２０６万円

１億２，４７６万９千円

４億２，１３７万円

５０億６，７８２万円

３３億５，２１０万８千円

８，２６１万２千円

７，６１４万８千円

３億３，２３９万６千円

３８億４，３２６万４千円

８１．６％

２０．０％

６１．０％

７８．９％

７５．８％

科　目 予算現額

≪一般会計（歳出）≫
支出済額 執行率

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

その他

　計

６，３６２万７千円

９億7，977万円

８億８，３１３万４千円

５億７，８５４万５千円

１億４，９７７万６千円

７億７，５６７万８千円

８億５，５６１万３千円

１億６，３３４万２千円

４億１，７19万2千円

２億１４万円

５０億６，７８２万円

３，２０１万５千円

２億４，６９６万７千円

２億２，６９６万３千円

２億６８８万７千円

４，１２７万円

1億6，995万7千円

8，156万5千円

8，135万3千円

1億6，924万1千円

８，１７８万６千円

１３億３，８００万４千円

５０．３％

２５．２％

２５．７％

３５．８％

２７．６％

２１．９％

９．５％

４９．８％

４０．6％

４０．９％

２６．４％

科　目 予算現額

≪基金現在高≫
財政調整基金

減債基金

公共施設建設基金

災害見舞基金

土地開発基金

地域福祉基金

国保財政調整基金

介護保険給付費支払準備基金

特定防衛施設周辺整備調整交付金基金

３３億３，８４０万７千円

７，７９７万２千円

３億６６０万３千円

７２８万５千円

１億１，６７７万７千円

６，０００万円

３，２４７万３千円

１，８４４万１千円

２億１，１３０万７千円

≪起債残高≫
一般会計

下水道特別会計

簡易水道特別会計

観光施設特別会計

６億８，９６７万９千円

２１億７，０６２万８千円

６億４，２２６万円

２，１１８万９千円

上記の基準比率すべてにおいて、本村は基準より下回る結果となっていますので、健全な財政運営と言えます。

≪国民健康保険特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

１０億６，４１５万７千円

１０億６，４１５万７千円

４億２，３７１万５千円

４億６，４９８万２千円

３９．８％

４３．７％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪介護保険特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

３億９，９９１万円

３億９，９９１万円

１億４，０３２万３千円

１億４，８５５万円

３５．１％

３７．１％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪介護予防支援事業特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

６７０万４千円

６７０万４千円

２５万８千円

３６３万９千円

３．８％

５４．３％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪後期高齢者医療特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

１億１，８８１万６千円

１億１，８８１万６千円

２，１９５万３千円

５，５６３万７千円

１８．５％

４６．８％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪下水道特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

６億８，３９１万円

６億８，３９１万円

４，７４５万円

２億５７５万８千円

６．９％

３０．１％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪簡易水道特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

１億４，０４７万円

１億４，０４７万円

２，７２１万円

６，１８７万円

１９．4％

４４．０％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。

≪観光施設特別会計≫
収支済額 執行率

歳入

歳出

４億４，７５０万７千円

４億４，７５０万７千円

２６６万２千円

１億８，４９１万７千円

０．６％

４１．３％

予算現額

※収支の不足額は、一般会計から運用しました。


